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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める設備工事業では生産実績を定義することが困難で

あるため、「生産実績」は記載していない。 

(2) 受注実績 

  

 
(3) 売上実績 

  

 
(4) 受注残高 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間
（自平成20年４月１日 

  至平成20年６月30日）
(百万円)

当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 

  至平成21年６月30日）
(百万円)

設備工事業 36,667 22,864（37.6％減）

電力工事 7,933 3,941（50.3％減）

一般電気工事 20,964 12,631（39.7％減）

情報通信工事 5,428 4,520（16.7％減）

プラント・空調工事 2,341 1,770（24.4％減）

その他事業 1,418 1,292 （8.9％減）

合計 38,086 24,157（36.6％減）

事業の種類別セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間 
（自平成20年４月１日  

  至平成20年６月30日） 
(百万円)

当第１四半期連結会計期間 
（自平成21年４月１日  

  至平成21年６月30日） 
(百万円)

設備工事業 25,018 24,874 （0.6％減）

電力工事 2,109 3,382（60.3％増）

一般電気工事 17,250 15,556 （9.8％減）

情報通信工事 4,111 3,131（23.9％減）

プラント・空調工事 1,546 2,805（81.4％増）

その他事業 1,418 1,292 （8.9％減）

合計 26,436 26,167 （1.0％減）

事業の種類別セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間 
（自平成20年４月１日  

  至平成20年６月30日） 
(百万円)

当第１四半期連結会計期間 
（自平成21年４月１日  

  至平成21年６月30日） 
(百万円)

設備工事業 67,551 58,293（13.7％減）

電力工事 11,870 9,714（18.2％減）

一般電気工事 48,112 42,090（12.5％減）

情報通信工事 4,635 4,955 （6.9％増）

プラント・空調工事 2,933 1,532（47.8％減）

その他事業 ─ ─

合計 67,551 58,293（13.7％減）
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

受注工事高及び施工高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含む。従って、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  

期別 工事種別
前期繰越 
工事高 
(百万円)

当期受注
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高 
(百万円)

次期繰越工事高

当期施工高
(百万円)手持工事高

(百万円)

手持工事高 
のうち 
施工高 
(％)

手持工事高 
のうち 
施工高 
(百万円)

(自 平成20年 
４月１日 

至 平成20年 
６月30日) 

前第１四半期 
累計期間

電力工事 6,026 7,932 13,958 2,108 11,849 16 1,907 2,724 

一般電気工事 36,900 17,339 54,240 13,153 41,086 13 5,259 13,725 

情報通信工事 3,318 5,309 8,628 3,993 4,635 18 842 4,237 

プラント・ 
空調工事 1,322 818 2,141 366 1,774 7 130 492 

その他 ─ 78 78 78 ─ ― ─ 78 

計 47,568 31,478 79,047 19,700 59,346 14 8,139 21,258 

(自 平成21年 
４月１日 

至 平成21年 
６月30日) 

当第１四半期 
累計期間

電力工事 9,154 3,940 13,095 3,380 9,714 27 2,668 3,748 

一般電気工事 39,260 9,789 49,049 11,731 37,318 10 3,743 11,422 

情報通信工事 3,566 4,428 7,995 3,039 4,955 23 1,126 3,930 

プラント・ 
空調工事 1,341 572 1,914 1,208 705 36 256 1,094 

その他 ─ 72 72 72 ─ ─ ─ 72 

計 53,323 18,802 72,126 19,432 52,693 15 7,795 20,267 

前事業年度 
(自 平成20年 
     ４月１日 
 至 平成21年 

      ３月31日)

電力工事 6,026 18,464 24,491 15,336 9,154 25 2,300 16,344 

一般電気工事 36,900 63,610 100,510 61,250 39,260 10 4,052 60,615 

情報通信工事 3,318 21,182 24,501 20,934 3,566 7 235 20,572 

プラント・ 
空調工事 1,322 2,323 3,646 2,304 1,341 28 371 2,671 

その他 ─ 318 318 318 ─ ― ─ 318 

計 47,568 105,900 153,468 100,144 53,323 13 6,960 100,523 
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(2) 完成工事高 

  

 
(注)１ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前第１四半期会計期間の請負金額３億円以上の主なもの 

 
  

当第１四半期会計期間の請負金額３億円以上の主なもの 

 
  

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

  

期別 工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

前第１四半期 
会計期間

電力工事 0 2,108 2,108 

一般電気工事 1,092 12,060 13,153 

情報通信工事 44 3,948 3,993 

プラント空調工事 ─ 366 366 

その他 ─ 78 78 

計 1,136 18,563 19,700 

当第１四半期 
会計期間 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日)

電力工事 ─ 3,380 3,380 

一般電気工事 1,101 10,629 11,731 

情報通信工事 23 3,015 3,039 

プラント空調工事 ─ 1,208 1,208 

その他 ─ 72 72 

計 1,125 18,306 19,432 

発注者 工事名称

竹中工務店㈱ 
淀屋橋地区第一種市街地再開発事業施設建設工事A棟電気設備工

事 

清水建設㈱ 渋谷区本町３丁目計画電気設備工事 

大和ハウス工業㈱ 東陽町センター新築電気設備工事 

鹿島建設㈱ 住友倉庫新ＯＤＣ電気設備工事 

㈱錢高組 東海ゴム工業新技術研究所棟新築電気設備工事 

発注者 工事名称

住友電工テクニカルソリューションズ

㈱ 
住友電気工業(株)新研究本館(研究棟)新築空調・衛生設備工事 

横浜市 横浜市庁舎耐震補強工事 

パナソニック㈱ 
パナソニックプラズマディスプレイＰＤＰ第５工場新築工事に

伴う電気設備工事（１期） 

㈱千代田組 
東海カーボン（株）防府工場ＧＤ－２黒鉛化炉設備電気設備工

事 

㈱大林組 ランドポート川越新築電気設備工事 
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(3) 手持工事高(平成21年６月30日現在) 

  

 
  

(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

 
(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約は行われていない。 

  

工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

電力工事 14 9,700 9,714 

一般電気工事 3,606 33,712 37,318 

情報通信工事 61 4,894 4,955 

プラント・空調工事 ― 705 705 

計 3,682 49,011 52,693 

発注者 工事名称 完成予定

大林組㈱ 
衆議院新議員会館整備等事業新議員会館電気設備工事 
南棟（第一期） 

平成22年５月

西松建設㈱ ＪＵＫＩ新社屋計画新築電気設備工事 平成21年11月

鹿島建設㈱ 丸の内１－４計画 内装設備工事（Ｓ３工事） 平成23年９月

㈱関電エネルギーソリューシ
ョン 

シャープ（株）新太陽光パネル工場向けユーティリティ
供給設備設置工事の内受電設備およびユーティリティ建
屋電気設備設置工事（初期） 

平成21年７月

㈱関電エネルギーソリューシ
ョン 

シャープ（株）新液晶工場第一工場受電電気設備工事
（２期） 

平成21年10月

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1)業績の概況 

当第１四半期連結会計期間における日本経済は、輸出や生産に下げ止まりの兆しが見られるもの

の、企業収益は大幅に減少し、雇用情勢の悪化を背景に個人消費の減少が続くなど、景気は厳しい状

況下で推移した。建設市場では、公共投資は依然低水準で推移し、民間企業による設備投資は引き続

き減少するなど、厳しい経営環境下にあった。  

 このような状況のもと、当社グループは急激な建設需要の変化による受注および利益の減少への対

応を最優先課題として、企業体質の改善並びに経営基盤の強化に取り組んできた。  

 当第１四半期連結会計期間の業績については、受注高は241億57百万円（前年同期比36.6％減）、売

上高は261億67百万円（同1.0％減）となった。利益面では、施工部門による現場力強化により工事採

算の改善が進展し、また間接経費の削減成果も加わって営業利益は14億56百万円（同43.8％増）、経

常利益は14億円93百万円（同41.7％増）とそれぞれ増加した。四半期純利益については、７億23百万

円（同28.4％増）となった。  

  

事業の種類別セグメント毎では、設備工事業の受注高は228億64百万円（前年同期比37.6％減）、売

上高は248億74百万円（同0.6％減）、営業利益は14億61百万円（同44.7％増）となり、機器販売を中

心とするその他事業では、受注高及び売上高は12億92百万円（同8.9％減）、営業損失は5百万円とな

った。  

 また、所在地別セグメント毎では、日本国内の売上高は227億52百万円（前年同期比0.9％増）、営

業利益は12億20百万円（同43.0％増）となり、タイ、インドネシア、中国を中心とするアジア地域の

売上高は34億14百万円（同12.1％減）、営業利益は２億35百万円（同47.4％増）となった。 

  

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は投資有価証券が増加したものの、現金預金の減少に加え、

受取手形・完成工事未収入金等の減少により、前連結会計年度末に比べ85億37百万円減少し、740億44

百万円となった。 

  

当第１四半期連結会計期間末の負債の部は支払手形・工事未払金等、未払法人税等の減少により、前

連結会計年度末に比べ100億88百万円減少し、466億20百万円となった。 

  

当第１四半期連結会計期間末の純資産の部は利益剰余金の増加に加え、その他有価証券評価差額金の

増加により、前連結会計年度末に比べ15億50百万円増加し、274億24百万円となった。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  (2)財政状態の分析

    (資産の部)

    (負債の部)

    (純資産の部)
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(3)キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間においては、利益は増加したものの、仕入債務の減少に加え、法人税等の

支払額も増加したことから17億９百万円の支出となり、前第１四半期連結会計期間に比べ74億33百万円

の支出増となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間においては、主として固定資産の取得により、55百万円の支出となり、前

第１四半期連結会計期間に比べ１億円の支出減となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間においては、借入金の返済並びに配当金の支払により５億37百万円の支出

となり、前第１四半期連結会計期間に比べ、２億64百万円の支出減となった。 

  

この結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末の残高は95億12百万円となり、前第１

四半期連結会計期間に比べ48億11百万円の減少となった。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに発生した課題はない。 

  

(5)研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は98百万円である。 
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平成20年８月12日

住友電設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住

友電設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  辰  巳  幸  久  印 

  

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

平成21年８月10日

住友電設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住

友電設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社及び連結子会社

は、当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  堀  孝  一  印 

指定社員 
業務執行社員
 

公認会計士  辰  巳  幸  久  印 
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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